
豊橋技術科学⼤学
安全安⼼地域共創リサーチセンター

連携機関・団体

・蒲郡地区委員会防災部会
・蒲郡港営施設（株）
・御津臨海企業懇話会
・神野地区防災⾃治会
・明海地区防災連絡協議会
・（株）総合開発機構
・⽥原臨海企業懇話会

設 置 意⾒・評価

東海圏減災研究コンソーシアム

企業の防災⾃治組織

地域⾏政

情報交流
（相互活動評価） ・岐⾩⼤学防災・減災センター

・静岡⼤学防災総合センター
・名古屋⼤学減災連携研究センター
・名古屋⼯業⼤学⾼度防災⼯学センター
・三重⼤学防災・減災研究センター

・蒲郡市⼟⽊港湾課
・豊川市企業⽴地推進課
・豊橋市みなと振興課
・豊橋市防災危機管理課
・豊橋市産業政策課
・⽥原市企業⽴地推進室
・新城市防災安全課

参 加

東三河防災カレッジ

従業員の安全職場（建物・地盤）

地域防災⼒の強化

東三河防災・減災連絡会
（プログラム開発に資する⼈材・情報交流の場）

（プログラム全般に対する）

豊橋技術科学⼤学 安全安⼼地域共創リサーチセンター ＣＡＲＭ
愛知県豊橋市天伯町雲雀ヶ丘1-1 豊橋技術科学⼤学 環境防災実験棟201
Tel. 0532.81.5157  E-mail. info@carm.tut.ac.jp

⽇本は世界に稀に⾒る地震国です。
とくに 2011 年の東⽇本⼤震災のあと、⽇本各地で地震・⽕⼭活動が活発化しています。

2016 年 4 ⽉ 14 ⽇と 16 ⽇には、熊本で連続して⼤きな地震が発⽣しました。
東三河地域は、近い将来に発⽣する南海トラフ巨⼤地震によって、甚⼤な被害が予想されています。
そのため、企業・⾃治体等において、災害時に活躍できる防災の担い⼿の育成は、緊急の課題です。

豊橋技術科学⼤学 安全安⼼地域共創リサーチセンターでは、この講座を通じて、
災害から「経営（事業）」、「建物（施設）」、「⽣命（⽣活）」を守る⼈材の育成を⽬指します。

HIGASHI   MIKAWA   BOSAI   COLLEGE

受講期間 初年度10⽉〜次年度3⽉（1年6ヶ⽉）
募集⼈数 ５名
受  講  料 74,000円
応募資格 東三河地域の企業、⾃治体、⾃主防災組織等で防災に取り組んでいる⽅
     ⾼等学校卒業程度の学歴を有している⽅
     ⾃宅または職場でインターネットに接続できる⽅

豊橋技術科学⼤学 社会⼈向け実践教育プログラム
⽂部科学省 職業実践⼒育成プログラム（BP）認定

概要・⽬的

実施体制

本プログラムは、⽂部科学省の「職業実践⼒養成プログラム」（BP)
として認定されています。
BPとは、⼤学等における社会⼈や企業等のニーズに応じた実践的で
専⾨的なプログラムを⽂部科学⼤⾂が認定する制度です。



特別研究

防災基礎講座（授業）
防災基礎講座（eラーニング）
経営（事業）をまもる⼈材の育成講座
建物（施設）をまもる⼈材の育成講座
⽣命（⽣活）をまもる⼈材の育成講座

防災基礎講座（授業）
防災基礎講座（eラーニング）
経営（事業）をまもる⼈材の育成講座
建物（施設）をまもる⼈材の育成講座
⽣命（⽣活）をまもる⼈材の育成講座

初年度

次年度

10〜2⽉

８〜９⽉

10⽉

必修
必修

選択必修

10〜2⽉

３⽉ 研究成果発表

（初年度未履修科⽬の受講）

東三河地域の防災⼒強化に資するネットワーク構築

公開講座形式 １回約２時間の授業を毎週開講

広報活動、募集、応募者の選考（受講者の決定）

開講式、受講開始

10〜 2⽉

４〜８⽉

⼤学院講義から2〜4科⽬を履修
随時指導

⾼度技術者論
構造解析論①②
耐震構造設計論①②
社会基盤マネジメント論
産業政策論

鉄⾻系構造設計論①②
鉄筋コンクリート系構造設計論
リスクマネジメント論
⽔圏防災論
環境経済分析論

資格認定／修了式：履修証明書・称号授与

「穂のくに防災エキスパート」として認定

公開講座は各講座30名程度、ＢＰ受講者以外の⽅の
受講も受け付ける

公開講座は各講座30名程度、ＢＰ受講者以外の⽅の
受講も受け付ける

実施スケジュール


